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贈与税申告書の電子申告用データ変換を行う前に、必ずお読みください。 

※贈与税申告書を正しく電子申告するため、申告書のデータ作成や変換方法に注意事項がございます。 

内容をご理解の上、申告データの作成・変換・電子申告を行ってください。 

 

国税庁 贈与税電子申告の仕様 

種類・細目の区分 

種類 細目 コード値 

土地 

田 11 

畑 12 

宅地 13 

山林 14 

その他の土地 15 

家屋 
家屋 

21 
構築物 

事業用財産 

機械 

31 
器具 

農機具 

その他減価償却資産 

商品 

32 

製品 

半製品 

原材料 

農産物等 

売掛金 33 

その他の財産 34 

有価証券 

上場株式等 43 

株式等・配当還元方式 42 

株式等・その他の方式 41 

公債、社債 44 

証券投資信託の受益証券 
45 

貸付信託の受益証券 

現金、預貯金等 現金、預貯金等 ※ 51 

家庭用財産 家庭用財産 61 

その他の財産 

生命保険金等 71 

立木 72 

その他 73 

         ※住宅取得等資金の非課税制度を適用し、非課税限度額を超えた場合など 

課税価格に算入される金額についてはコード値を 53 とする。 

贈与税申告書・電子申告の注意事項（データの作成方法等） 
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Ⅰ．贈与税申告書を電子申告するにあたり、第１表・第２表の取得した財産の明細書欄の作成方法 

  当社の贈与税申告書システムは種類・細目が文字入力項目になっています。 

下表の区分設定条件（入力方法）を基に、電子申告用コードの変換を行います。 

そのため、第１表・第２表の取得した財産の種類・細目欄は下表の内容での入力をお願いします。 

 
区分 種類 細目 区分設定条件（入力方法） 

11 土地 田 完全一致 

12 土地 畑  〃 

13 土地 宅地  〃 

14 土地 山林  〃 

15 土地 その他の土地 完全一致又は 11～14 の細目に含

まれない細目名 

21 家屋 家屋 

構築物 

完全一致 

31 事業用財産 機械 

器具 

農機具 

その他減価償却資産 

完全一致 

32 事業用財産 商品 

製品 

半製品 

原材料 

農産物等 

「商品」、「製品」、 

「半製品」、「原材料」 

と完全一致、 

又は「農産物」を含む 

33 事業用財産 売掛金 完全一致 

34 事業用財産 その他の財産 31～33 の細目に含まれない細目

名（その他の財産含む） 

43 有価証券 上場株式等 「上場株式」を含む 

42 有価証券 株式等・配当還元方式 「配当還元」を含む 

41 有価証券 株式等・その他の方式 「その他」を含む 

44 有価証券 公債、社債 「公債」又は「社債」を含む 

45 有価証券 証券投資信託の受益証券 

貸付信託の受益証券 

「投資信託」又は「貸付信託」を

含む 

51 現金、預貯金等 現金、預貯金等 「現金」又は「預貯金」を含む 

53 現金、預貯金等 現金、預貯金等 「現金」又は「預貯金」を含む 

第１表の２から転記の場合 

61 家庭用財産 家庭用財産 完全一致 

71 その他の財産 生命保険金等 「生命保険」を含む 

72 その他の財産 立木 完全一致 

73 その他の財産 その他 完全一致又は 71～72 の細目に含

まれない細目名 
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入力例 

第１表 

 
第２表 

 
種類・細目の入力方法 

種類の上下段・細目の上下段の文字をそれぞれ結合し、前頁の表・区分設定条件欄にある条件で 

区分コードに変換します。 

 

例） 

種類に土地、細目に宅地 と入力されている財産は区分 13として変換 

種類に土地、細目に田、畑、宅地、山林 以外が入力されている場合は 区分 15 として変換 

種類に現金又は預貯金、細目に現金又は預貯金を含む入力がされている場合 区分 51 として変換 

種類に有価証券、細目に配当還元を含み入力されている場合は 区分 42 として変換 
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※種類・細目コードが正しく変換できない場合は変換時にエラーになります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
P.2 の区分設定条件を確認し、データの修正を行ってください。 

 
※電子申告では取得財産が国外財産の場合にチェックが必要です。 

   [520]贈与税申告書作成時に国外財産の場合にはチェックボックスに✔を付けてください。 
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Ⅱ．暦年課税適用で第１表の２（住宅取得等資金の非課税の計算明細書）がある場合の入力方法 

 

第 1 表の 2の｢46｣・｢47｣を第１表へ転記の✔を必ず付けてください。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
    第１表では、転記された財産の種類・細目には、現金又は預貯金を含む内容で入力してください。 
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Ⅲ．相続時精算課税適用で第 1表の２(住宅取得等資金の非課税の計算明細書)がある場合の入力方法 

 

  第１表の２の｢46｣・｢47｣を第１表へ転記の✔は付けないでください。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
  第２表で、下記のように｢46｣・｢47｣からの転記分の入力を行ってください。 

 
 
 
 
 

 
 
 
 
 

 
電子申告では、生年月日は必須項目です。 
手書きの書き方では、第１表の２がある場合に省略することができますが、必ず入力してください。 

 
 

種類・細目に現金又は預貯金を含む内容で 

入力し、 

所在場所等欄に、申告書第一表の二のとおり 

と入力してください。 
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Ⅳ．電子申告での取得財産の上限及び特殊な変換方法 

 

 

※第１表の取得財産が特例財産・一般財産どちらか７財産以上あり、３頁で収まらない場合は 

国税庁の変換仕様に従って変換を行います。 

（令和４年以前は、４頁以上の場合は紙面での申告をお願いします。） 

1. 贈与者ごとに種類・細目コード・国内/国外別に財産を合算し、合計金額の大きい順に 

第１表の１件目からセットする。 

2. 集計並び替えをする前の財産は明細として次葉１件目から入力順に変換する。 

 

 

※第２表の取得財産が４件以上あり、１頁で収まらない場合は、国税庁の変換仕様に従って変換 

 を行います。 

1. 種類・細目コード・国内/国外別に財産を合算し、合計金額の大きい順に第２表の１件目か 

らセットする。 

2. 集計並び替えをする前の財産は明細として次葉１件目から入力順に変換する。 

 

 

 

［520：贈与税申告書］で印刷した内容と異なる内容で変換されます。 

  上記の変換方法及び次頁からの変換例をご理解の上、 

  変換後プレビュー画面でご確認いただき署名・送信をお願いします。 

 

 

次頁からの変換例をご参照ください 
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例：1）暦年課税選択で住宅取得資金非課税の適用を受け取得した現金を含む場合の変換 

第１表の２ 

贈与者の住所・氏名（フリガナ） 

申告者との続柄・生年月日 
取得した財産の所在場所等 

住宅取得等資金を取得した年月日 

住宅取得等資金の金額 

東京都千代田区霞７－７   令和 XX年 7 月 7日 

ゾウヨ タロウ 続柄 

東京都千代田区霞７－７ 

4,000,000  

贈与 太郎 
父 

令和 XX年 8 月 8日 

昭和 7年 7 月 7日 5,000,000  

住宅資金の合計額 38 9,000,000  

東京都千代田区霞７－７   令和 XX年 9 月 9日 

ゾウヨ ハナコ 続柄 

東京都千代田区霞７－７ 

6,000,000  

贈与 花子 
母 

令和 XX年 10 月 10 日 

昭和 8年 8 月 8日 7,000,000  

住宅資金の合計額 39 13,000,000  

… 
38 のうち非課税の適用を受ける額  43 1,500,000 

39 のうち非課税の適用を受ける額  44 7,500,000 

38 のうち課税価格に算入される金額 46 7,500,000  

39 のうち課税価格に算入される金額 47 5,500,000  

 
 
第 1表    第 1表の２から転記された現金（住宅取得等資金）の種類・財産コードは 53です。 

種類 細目 利用区分・銘柄等 数量 単価 財産を取得した年月日 
 
種類・細

目コード 所在場所等 固定資産税評価額 倍数 財産の価額 

 

現金、 

預貯金等 

現金、 

預貯金等 
住宅取得等資金     令和 XX年 7 月 7日  

53  
申告書第一表の二のとおり     7,500,000   

 現金、 

預貯金等 

現金、 

預貯金等 
住宅取得等資金     令和 XX年 9 月 9日  

53  
申告書第一表の二のとおり     5,500,000   

 現金 

預貯金等 

現金、 

預貯金等 
現金      令和 XX年 11 月 11 日  

51  

 
    1,000,000   

 
特例贈与財産の価額の合計額（課税価格） ① 14,000,000   

 
※住宅資金等の現金とそれ以外の現金は種類・細目コードが異なります。 
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例：2）第１表の特例贈与財産が細目１種類で８件（全て同一贈与者により取得）ある場合の変換 

 

第１表 

 
第１表 次葉１頁目 

 

第１表 次葉２頁目 
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第１表 次葉３頁目 

 

第１表 次葉４頁目 
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例：3）相続時精算課税選択の特例を受け、第２表の取得した財産が 4種類以上ある場合の変換 

取得した日 財産の種類 財産の価額 

令和 XX年 1 月 1日 現金 1,000,000  

令和 XX年 2 月 2日 宅地（自用地） 2,000,000  

令和 XX年 3 月 3日 宅地（自用地） 3,000,000  

令和 XX年 4 月 4日 宅地（自用地） 4,000,000  

令和 XX年 5 月 5日 家屋 5,000,000  

令和 XX年 6 月 6日 公債 600,000  

第２表 

種類 細目 利用区分・銘柄等 数量 単価 財産を取得した年月日 
 
種類・細

目コード 所在場所等 固定資産税評価額 倍数 財産の価額 
 

土地 宅地         年  月  日  
13     

申告書第二表次葉のとおり     9,000,000   

   
家屋 

 

        年  月  日  
21     

申告書第二表次葉のとおり     5,000,000   

   
その他 

財産 
その他         年  月  日  

73  
    

申告書第二表次葉のとおり     1,600,000   

   
 財産の価額の合計額（課税価格） ㉖ 15,600,000  

  
第２表 次葉１頁目 

種類 細目 利用区分・銘柄等 数量 単価 財産を取得した年月日 
 
種類・細

目コード 所在場所等 固定資産税評価額 倍数 財産の価額 
 

現金 現金  現金     
令和 XX年 1 月 1日  

51 
預貯金等 預貯金等 

    
東京都千代田区霞１－１－１     1,000,000   

    
土地 宅地  自用地  20 ㎡ 100,000 

令和 XX年 2 月 2日  

13  
  

   
東京都千代田区霞２－２－２   

 2,000,000   

    
土地 宅地  自用地  30 ㎡ 100,000 

令和 XX年 3 月 3日  

13       
東京都千代田区霞３－３－３     3,000,000   

    
第２表 次葉２頁目 

種類 細目 利用区分・銘柄等 数量 単価 財産を取得した年月日 
 
種類・細

目コード 所在場所等 固定資産税評価額 倍数 財産の価額 
 

土地 宅地  自用地  40 ㎡ 100,000 令和 XX年 4 月 4日  
13       

東京都千代田区霞４－４－４     4,000,000   

    
家屋 家屋    50 ㎡ 100,000 令和 XX年 5 月 5日  

21  
 

    
東京都千代田区霞５－５－５     5,000,000   

    
有価証券 公債・社債 

 
600 株 1,000 令和 XX年 6 月 6日  

44       
東京都千代田区霞６－６－６ 

  600,000  
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例：4）相続時精算課税選択で住宅取得非課税の適用を受け、第２表の取得した現金を含む財産が 

４種類以上ある場合の変換 

取得した日 財産の種類 財産の価額 

令和 XX年 1 月 1日 宅地（自用地） 1,000,000  

令和 XX年 2 月 2日 宅地（自用地） 2,000,000  

令和 XX年 3 月 3日 田（貸付地） 3,000,000  

令和 XX年 4 月 4日 家屋 4,000,000  

令和 XX年 5 月 5日 上場株式 5,000,000  

令和 XX年 6 月 6日 現金 6,000,000  

令和 XX年 7 月 7日 住宅取得等資金(非課税制度適用) 4,000,000  

令和 XX年 8 月 8日 住宅取得等資金(非課税制度適用) 5,000,000  

令和 XX年 9 月 9日 住宅取得等資金(非課税制度適用) 6,000,000  

令和 XX年 10 月 10 日 住宅取得等資金(非課税制度適用) 7,000,000  

 
第 1表の２ 

贈与者の住所・氏名（フリガナ） 

申告者との続柄・生年月日 
取得した財産の所在場所等 

住宅取得等資金を取得した年月日 

住宅取得等資金の金額 

東京都千代田区霞７－７   令和 XX年 7 月 7日 

ゾウヨ タロウ 続柄 

東京都千代田区霞７－７ 

4,000,000  

贈与 太郎 
父 

令和 XX年 8 月 8日 

昭和 7年 7 月 7日 5,000,000  

住宅資金の合計額 38 9,000,000  

東京都千代田区霞７－７   令和 XX年 9 月 9日 

ゾウヨ ハナコ 続柄 

東京都千代田区霞７－７ 

6,000,000  

贈与 花子 
母 

令和 XX年 10 月 10 日 

昭和 8年 8 月 8日 7,000,000  

住宅資金の合計額 39 13,000,000  

… 

38 のうち非課税の適用を受ける額  43 1,500,000 

39 のうち非課税の適用を受ける額  44 7,500,000 

38 のうち課税価格に算入される金額 46 7,500,000  

39 のうち課税価格に算入される金額 47 5,500,000  
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第２表（贈与太郎）   第 1 表の２から転記された現金（住宅取得等資金）の種類・財産コードは 53 です。 

種類 細目 利用区分・銘柄等 数量 単価 財産を取得した年月日 
 
種類・細

目コード 所在場所等 固定資産税評価額 倍数 財産の価額 

 

現金、 

預貯金等 

現金、 

預貯金等 
住宅取得等資金 

    
令和 XX年 7 月 7日  

53    

申告書第一表の二のとおり 
    

7,500,000   

   
現金、 

預貯金等 

現金、 

預貯金等 
現金 

    
  年  月  日  

51    

申告書第二表次葉のとおり 
 

 6,000,000   

   
その他 

財産 

その他       
  年  月  日  

73 
 

    

申告書第二表次葉のとおり 
    

15,000,000   

   
 財産の価額の合計額（課税価格） ㉖ 28,500,000  

  
第２表（贈与太郎）次葉１頁目 

種類 細目 利用区分・銘柄等 数量 単価 財産を取得した年月日 
 
種類・細

目コード 所在場所等 固定資産税評価額 倍数 財産の価額 
 

土地 宅地  自用地  10 ㎡ 100,000 
令和 XX年 1 月 1日  

13       
東京都千代田区霞１－１     

1,000,000   

    
土地 宅地  自用地  20 ㎡ 100,000 

令和 XX年 2 月 2日  

13  
  

   
東京都千代田区霞２－２   

 2,000,000   

    
土地 田  貸付地  30 ㎡ 100,000 

令和 XX年 3 月 3日  

11       
東京都千代田区霞３－３     

3,000,000   

    
第２表（贈与太郎）次葉２頁目 

種類 細目 利用区分・銘柄等 数量 単価 財産を取得した年月日 
 
種類・細

目コード 所在場所等 固定資産税評価額 倍数 財産の価額 
 

家屋 家屋  自用地  40 ㎡ 100,000 
令和 XX年 4 月 4日  

21       
東京都千代田区霞４－４     

4,000,000   

    
有価証券 上場株式等  〇〇証券  500 株 100,000 

令和 XX年 5 月 5日  

43  
  

   
東京都千代田区霞５－５   

 5,000,000   

    
現金、 現金、  現金 

 
 

令和 XX年 6 月 6日  

51 
預貯金等 預貯金等 

    
東京都千代田区霞６－６     

6,000,000   

    
 

※住宅資金等の現金とそれ以外の現金は種類・細目コードが異なるので合算しません。 
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第２表（贈与花子） 

種類 細目 利用区分・銘柄等 数量 単価 財産を取得した年月日 
 
種類・細

目コード 所在場所等 固定資産税評価額 倍数 財産の価額 
 

現金、 

預貯金等 

現金、 

預貯金等 
住宅取得等資金 

    
令和 XX年 7 月 7日  

53    

申告書第一表の二のとおり 
    

5,500,000   

   

   

    
  年  月  日  

 
   

 

 
 

 
 

   

 

       
  年  月  日  

 

 
    

 

    

 
 

   
 財産の価額の合計額（課税価格） ㉖ 5,500,000  
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[８８８][８８８]： 贈与税・送信データ作成
［520］贈与税申告書プログラムのデータと［550］財産評価プログラムの「土地及び土地の上に

存する権利の評価明細書」データを、国税庁受付システムで受け取れる形式に変換します。

相続時精算課税選択届出書・贈与税の申告書等送信票の作成を行います。

1．[888：贈与税・送信データ作成] を選択
します。

888:贈与税・送信データ作成

の項目をクリック
または

888 Enter を押します。

2. 左図の画面を表示します。
代理で送信する税理士を選択します。
該当税理士の をクリックして にします。○ ○

※税理士名称等は[1100：ＧＰ申告情報登録]

の[99：税理士登録]から表示しています。

※税理士本人の申告の場合は

「5.代理処理しない」を選択します。

※チェックマークをつけた場合、税理士選択で

選択した税理士を記憶します。次回以降、

左図の画面は開かなくなり、3.に進みます。

※ 贈与税の申告年によってプログラムの年度を指定する必要があります。

1. 888 Enter を押します。

2. 申告年 Enter を押します。

ex)令和5年贈与税申告→申告年：令和5年

※贈与税電子申告は平成26年申告以降の
対応となります。（修正申告も同様）
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3．ユーザコードと年度を指定します。

4. 該当する項目を選択します。

項目番号 Enter を押します。
または
グリーンの各項目をクリックします。

※【基本情報登録】【添付書類】【外字登録】

の操作は他税目と同様です。

[880]電子申告システム 取扱説明書を

ご参照ください。

[Ｆ７]: プリント
送信票のプリントができます。
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[８８８][31]： 相続時精算課税選択届出書
相続時精算課税選択届出書の作成ができます。

相続時精算課税適用（第２表）の場合は、ここで入力を行い電子申告してください。

※届出書のみの単独送信には対応していないため、単独送信用の項目については表示しません。

1．[31：相続時精算課税選択届出書] を選択
します。

31：相続時精算課税届出書
の項目をクリック
または
31 Enter を押します。

2. 提出年月日、税務署名・受贈者の住所
又は居所・電話番号・氏名・フリガナ・
生年月日は、
[520：贈与税申告書プログラム] 第一表
から転記します。

税理士氏名・電話番号は
[1100：ＧＰ申告情報登録]から転記します。

※訂正する場合は、
それぞれのプログラムで行ってください。

3.「受贈者」欄の「特定贈与者との続柄」･
「1.特定贈与者に関する事項」･「2.年の
途中で特定贈与者の推定相続人となった
場合」「4.書類添付の確認チェック」の
必要項目に入力してください。
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[８８８][41]： 贈与税・送信票
贈与税送信票の作成ができます。

※税務署への提出には使用できません。電子申告変換時に一緒に変換して国税庁へ送信できます。

正しく送信できた場合には、メッセージボックスに利用者識別番号と受付番号の入った送信票が

格納されますので、郵送等を行う場合は印刷して同封してください。

1．[41：贈与税・送信票] を選択します。

41：贈与税・送信票
の項目をクリック
または
41 Enter を押します。

2. 年分・住所・氏名は
［520：贈与税申告書］第一表で入力した
内容を表示します。

3．右上の印刷ボタンを押すことにより
入力中に印刷することも可能です。

4. 提出区分が電子・イメージ・郵送等に
分かれています。
該当する欄に｢1｣を入力してください。
(カーソルが当たると｢2｣を表示します。
該当しない項目では｢2｣を表示します。）

※電子申告変換時、各行とも半角･全角
に関係なく40文字でカットします。

※電子申告変換時、5行分を結合し半角･全角
に関係なく200文字でカットします。

※電子申告変換時、各行とも半角・全角
に関係なく20文字でカットします。
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[８８８][51]： 贈与税送信用データ変換
・贈与税申告書のデータを国税庁受付システムで受け取れる形式に変換します。

・エラーを表示した場合、P.23～の「エラー内容とチェック項目」を参考に、申告書等のデータ

訂正を行ってください。

・変換を行っているときは、署名の付与作業を行わないようにしてください。

1．[51：贈与税送信用データ変換]
を選択します。

51：贈与税送信用データ変換
の項目をクリック
または
51 Enter を押します。

2. 左図の画面を表示します。
［F4：はい］
→ マイナンバーを付けて変換

［F5：いいえ］
→ マイナンバーなしで変換

3. マイナンバーデータの暗号キーを
入力します。

［520：贈与税申告書］第一表の
氏名・生年月日・自宅住所が一致する
データを探し、一致データがあった場合、
個人番号が変換されます。
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4. 該当する申告の前にある をクリックし、○
にします。○

5. データのある表にチェックマークが
付きます。変換不要な表がある場合は
をクリックして、チェックマークを□
外します。

6. 変換 (Ｆ３)を押します。

7. ｢変換を開始しますか？｣と表示します｡
｢1.はい｣を選択してください。

8. 変換中にエラーを表示した場合は、
P.23～の「エラー内容とチェック項目」
を参考に、データの訂正を行った後、
再度変換作業を行ってください。

9. ｢変換が正常に終了しました｣と表示すれ
ば、作業は終了です。

終了 (Ｆ５)を押します。

10. 変換の画面に戻ります。

変換終了後、 署名 (Ｆ９) を押すと
直接、[885]署名・送信リストの画面を
開きます。

エラー画面を表示したら、必ずそのプログラムに戻り内容を確認してください。
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[８８５]署名・送信リスト
・変換後、 署名 (Ｆ９) を押すか、［885：署名・送信・メッセージボックス］の

「1：署名・送信リスト」を選択するとデータ変換を行ったリストを表示します。

・署名の貼り付け、国税庁受付システムへの送信などを行うことが出来ます。

贈与税申告書のデータ変換は、国税庁の仕様により入力データのまま変換されない場合が
あります。変換後、署名・送信前に必ず ﾌﾟﾚﾋﾞｭｰ （Ｆ６）でデータの確認をお願いします。

1. 署名 (Ｆ９)を押します。

2. 税目：贈与税、申告種類は空欄でリストに表示します。所得税や消費税など他の税目と一緒に
署名・送信が可能です。
※その他署名・送信リストの詳細は他税目と同様です。［880：電子申告システム］取扱説明書
をご参照ください。
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※ プレビューでの確認事項
1. 税務署・提出年月日・住所・氏名・フリガナ・生年月日は、[520：贈与税申告書] 第一表
から変換されます。
※申告書には性別欄はないですが、電子申告で必要なため[1100：ＧＰ申告情報登録]より
変換します。

2. 取得財産の種類・細目コードが正しく変換されているか確認してください。

3. 国外財産の場合は、財産の価格欄に「国外」と表示されます。

4.第一表で７件以上、第二表で４件以上取得財産がある場合は、１ページ目が合算で次葉が明細
ページとなります。
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贈与税電子申告エラー内容とチェック項目

作成したデータに不具合があるとエラーを表示します。
該当する項目を訂正し、再度変換を行ってください。

Ⅰ．贈与税電子申告の特殊なエラー

※国税庁の設定した「取得財産の種類・細目の区分コード」に該当しないため、
変換できない。

国税庁の設定しているコード内に、有価証券の細目「証券」がないためエラー

取扱説明書または、変換画面・右上［注意事項］から種類・細目の区分コード表を
確認し、コードに一致するよう取得財産の種類・細目を訂正してください。
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※第一表・第一表の二・第二表のデータが正しく変換できない場合、
エラーメッセージに該当する項目を修正してください。

【第一表の二】
一人目の合計額が空欄

【第二表】
相続時精算課税を選択しているのに第二表がない
又は、第二表の氏名・生年月日が空欄
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Ⅱ．変換中のエラー

※[520：贈与税申告書] 第一表の税務署名は必須項目です。
所轄税務署名が空欄、又は存在しない税務署名の場合はエラーします。
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※元号及び年月日のいずれかが空欄の場合、[type]yymmdd エラーを表示します。
[1100：ＧＰ申告情報登録] や [520：贈与税申告書] の提出年月日や生年月日
を確認後、正しく入力してください。

【贈与税申告書】
提出年月日

【贈与税申告書】
生年月日

【ＧＰ申告情報登録】
提出年月日

【ＧＰ申告情報登録】
生年月日
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※電話番号の（市外局番）市内局番－利用者番号のいずれかが空欄の場合、
[type]tel-number エラーを表示します。

※郵便番号を正しく入力しないと、郵便番号エラーを表示します。
３ケタ－４ケタで正しく入力してください。

エラーメッセージの先頭が「Data Error」から始まる場合は、ＧＰ申告情報内の
データを確認してください。
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※エラーメッセージの先頭が［KSA010_1] など英数字の組み合わせに
なっている場合、英数字の組み合わせがどの帳票かを示しています。
該当する帳票内のデータを確認してください。

　　エラーコード表　　　　　　
贈与税申告書（第一表） KSA010_1 添付書類（R６年４月１日以降）

贈与税申告書（第一表）次葉 KSA010_2 税務代理権限証書 SOZ074

贈与税申告書（第一表の二） KSA011 税理士法第33条の2第2項（資）１頁 SOZ600_1

贈与税申告書（第二表） KSA020_1 税理士法第33条の2第2項（資）２頁 SOZ600_2

贈与税申告書（第二表）次葉 KSA020_2 税理士法第33条の2第2項（資）３頁 SOZ600_3

贈与税申告書（第三表）　 (R3年以前) KSA030_1 税理士法第33条の2第2項（資）４頁 SOZ600_4

贈与税申告書(第三表別表の付表)(R3年以前) KSA030_2 税理士法第33条の2第1項（資）１頁 SOZ610_1

相続時精算課税選択届出書 KSB010 税理士法第33条の2第1項（資）２頁 SOZ610_2

土地の権利評価明細書　第１表 KSB020_1 税理士法第33条の2第1項（資）３頁 SOZ610_3

土地の権利評価明細書　第２表 KSB020_2 税理士法第33条の2第1項（資）４頁 SOZ610_4

不動産番号等の明細書 KSB030 添付書類（R６年３月３１日以前）

税務代理権限証書

 　　 (H26年7月1日～H27年6月30日用) SOZ071贈与税申告書 送信票 TEA065

税務代理権限証書

　　　　　　  (H27年7月1日以降用) SOZ072

税理士法第33条の2第2項　１頁 SOZ041_1

税理士法第33条の2第2項　２頁 SOZ041_2

税理士法第33条の2第2項　３頁 SOZ041_3

税理士法第33条の2第2項　４頁 SOZ041_4

税理士法第33条の2第1項　１頁 SOZ051_1

税理士法第33条の2第1項　２頁 SOZ051_2

税理士法第33条の2第1項　３頁 SOZ051_3

税理士法第33条の2第1項　４頁 SOZ051_4


	[888] 贈与税電子申告
	目次
	贈与税電子申告の注意事項
	国税庁 贈与税電子申告の仕様
	Ⅰ. 第１表・第２表の取得した財産の明細書欄の作成方法
	Ⅱ. 暦年課税適用で第１表の２がある場合の入力方法
	Ⅲ. 相続税精算課税適用で第１表の２がある場合の入力方法
	Ⅳ. 電子申告での取得財産の上限及び特殊な変換方法

	[888]贈与税･送信データ作成
	贈与税･送信データ作成
	[31] 相続時精算課税届出書
	[41] 贈与税･送信票
	[51] 贈与税送信用データ変換
	署名･送信リスト
	※プレビューでの確認事項

	贈与税電子申告エラー内容とチェック項目
	Ⅰ. 贈与税電子申告の特殊なエラー
	Ⅱ. 変換中のエラー
	エラーコード表


